
令和３年度 事業報告書 
 

― 中期計画２年目 ― 

 

学校法人 後藤学園 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 【学園の中期目標】 

創立 75 周年となる令和４年を迎えて、 

教育理念の具現化による真に学生の為になる教育を 

行うとともに、施設設備の整備を完了させて、 

入学者数 1050 名を達成する。 
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Ⅰ 法人の概要 

 

１．はじめに 

学校法人後藤学園の歴史は、洋裁の技術者養成という社会的要請のもと昭和 22 年に

設立された武蔵野ドレスメーカー女子学院（現 専門学校武蔵野ファッションカレッジ）

に遡ることができる。その後、昭和 43 年に武蔵野調理師学校（現 武蔵野調理師専門学

校）を、昭和 45 年に武蔵野栄養専門学校を相次いで設立し、「衣」「食」という実生活に

直接関わりある専門家の養成を行い、社会に有為な人材を数多く輩出し続けてきた。 

さらに、社会全体の健康志向の高まりに即応し、「健康」と「スポーツ」をテーマとし

た健康栄養専攻と健康体育専攻（現 健康スポーツ専攻）からなる武蔵丘短期大学を平成

３年に開学し、現在は健康マネジメント専攻を加え３専攻体制として幅広い分野で活躍

する人材を社会に送り出している。 

 

 

 

２．建学の精神･教育の理念 

 

 

 

 

 

本学園は、社会で活躍する即戦力を養成すべく、体感･体験･体得を目途とする「身体

で覚えた技術は一生を貫く」という教育理念のもと実学を重視し、「優れたプロは優れた

人格を有する」ことから人格を育てる教育に力を注いでいる。 

 
  

「身体で覚えた技術は一生を貫く」 

「優れたプロは優れた人格を有する」 
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３．沿革 

昭和２２年 ６月 東京都板橋区に「武蔵野ドレスメーカー女子学院」を設立。 
昭和２６年 ９月 学校法人の認可を受け、「学校法人後藤学園 武蔵野ドレスメー

カー女子学院」となる。 
昭和２９年 ２月 「武蔵野クッキングスクール」設立。 
昭和４３年 ４月 「武蔵野調理師学校」を設立。 

厚生大臣、東京都知事認可、調理師養成施設となる。 
昭和４５年 ４月 「武蔵野栄養専門学校」を設立。 

厚生大臣、東京都知事認可、栄養士養成施設となる。 
昭和５０年 ９月 武蔵野ドレスメーカー女子学院を「武蔵野服飾美術学校」に校

名変更。 
昭和５１年１０月 専修学校法施行を機に、校名を「武蔵野服飾美術専門学校」、

「武蔵野調理師専門学校」と変更。「武蔵野栄養専門学校」と

あわせ、３校が専修学校として東京都知事認可となる。 
昭和５２年 ４月  東京都板橋区徳丸に学生寮建設。 
平成 ２年１０月 埼玉県比企郡吉見町に「後藤学園総合グラウンド」完成。 
平成 ３年 ４月 埼玉県比企郡吉見町に「武蔵丘短期大学」を開学。 
平成 ７年 ４月 武蔵野調理師専門学校、高度調理経営科（２年制）新設。 
平成１７年 ４月 武蔵野服飾美術専門学校を「専門学校武蔵野ファッションカレ

ッジ」に校名変更。 
平成２０年 ４月 武蔵野調理師専門学校、ダブルプログラム科（２年制）新設。 
平成２３年 ４月 武蔵丘短期大学開学 20周年。 

平成２３年 ９月 学校法人後藤学園設立 60周年。 

平成２４年 ４月 武蔵丘短期大学、健康生活学科（健康栄養専攻･健康スポーツ

専攻）に新たに健康マネジメント専攻を開設。 
平成２６年 ４月 武蔵野調理師専門学校高度調理経営科及び武蔵野栄養専門学

校栄養科が、文部科学大臣認定「職業実践専門課程」となる。 
平成２７年 ４月 専門学校武蔵野ファッションカレッジ 2 学科及び武蔵野調理

師専門学校ダブルプログラム科が、「職業実践専門課程」とし

て文部科学大臣の認定を受ける 
平成２９年 ３月 「人格教育委員会」が“後藤学園の教育目標～「人格教育」

への認識と取組”を発刊。 
令和元年  ９月 新制度としてスタートした「高等教育の修学支援新制度（高

等教育無償化）」の対象機関として、専門学校武蔵野ファッシ

ョンカレッジ･武蔵野調理師専門学校･武蔵野栄養専門学校･武

蔵丘短期大学が文部科学省より初の確認を受ける。 
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４．設置する学校等の所在地 

【法人事務局、専門学校武蔵野ファッションカレッジ、武蔵野調理師専門学校、武蔵

野栄養専門学校】 
 〒１７１－００２２  東京都豊島区南池袋３－１２－５ 
【武蔵丘短期大学】 
 〒３５５－０１５４  埼玉県比企郡吉見町南吉見１１１－１ 

 
５．理事会･評議員会･常務会の開催状況 

（１）令和３年度理事会の開催状況は以下の通りである。 

区
分 

開催日現在の 
状況 開催年月日 

開催時間 

出 席 者 数 等 
監事の 
出席状況 

定員 
現員
(a) 

実出席者数 

(b) 

実出席率 

(b/a) 

意思表示 

出席者数 

理
事
会 

８人 ８人 

第 1回 
令和３年５月 27日 

13:30～16:32 
８人 100.0% ０人 2/2 

第２回 
令和３年９月 30日 

13:30～15:53 
８人 100.0% ０人 2/2 

第３回 
令和３年 11月 25日 

13:30～17:50 
８人 100.0% ０人 2/2 

第４回 
令和４年２月 24日 

14:30～17:15 
７人 87.5% ０人 2/2 

第５回 
令和４年３月 24日 

13:30～13:42 
５人 62.5% １人 1/2 

第６回 
令和４年３月 31日 

13:30～15:53 
７人 87.5% ０人 2/2 

 
（２）令和３年度評議員会の開催状況は以下の通りである。 

区
分 

開催日現在の 
状況 開催年月日 

開催時間 

出 席 者 数 等 
監事の 
出席状況 

定員 
現員
(a) 

実出席者数 

(b) 

実出席率 

(b/a) 

意思表示 

出席者数 

評
議
員
会 

20人 

19人 第１回 
令和３年５月 28日 

13:30～15:24 
16人 84.2% ２人 2/2 

20人 

第２回 
令和３年９月 24日 

13:30～15:02 
18人 90.0% ２人 2/2 

第３回 
令和３年 11月 29日 

13:30～15:25 
17人 85.0% ３人 2/2 

第４回 
令和４年２月 18日 

13:30～15:25 
15人 75.0% ２人 2/2 

第５回 
令和４年３月 25日 

13:30～15:14 
15人 75.0% ４人 2/2 
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（３）令和３年度常務会の開催状況は以下の通りである。 

区
分 

開催日現在の状況 開催年月日 

開催時間 

出 席 者 数 等 

現員(a) 
出席者数 

(b) 
出席率 
(b/a) 

常
務
会 

６人 

第１回 
令和３年５月 18日 

13:28～15:47 ６人 100.0% 

第２回 
令和３年９月 13日 

13:30～15:27 ６人 100.0% 

第３回 
令和３年 11月 11日 

15:50～17:20 ６人 100.0% 

第４回 
令和４年２月 14日 

15:00～16:40 ５人 83.3% 

第５回 
令和４年３月 17日 

15:00～16:39 ５人 83.3% 
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６．組織図 

 



Ⅱ 事業の概要 

 

 

１．入学定員及び学生数 

学校 学科・専攻 
修業 

年限 

入学 

定員 

入学 

者数 
充足率 

収容 

定員 

令和３年度 
在籍者数 

充足率 

計 男 女 

専門学校 
武蔵野 

ファッション 
カレッジ 

アパレル 
プロフェッショナル科 

２年 30 24 80.0% 60 50 12 38 83.3% 

ファッション 
スタイリング科 

２年 60 24 40.0% 120 58 15 43 48.3% 

ファッション 
マスター科 

１年 10 4 40.0% 10 4 2 2 40.0% 

小計 100 52 52.0% 190 112 29 83 58.9% 

武蔵野 
調理師 
専門学校 

調理師科 

昼間部 1 年 240 118 49.1% 240 118 87 31 49.1% 

夜間部 

専門 
課程 

1 年 

６か月 
‐ ‐ ‐ - - - - - 

高等 
課程 

1 年 

６か月 
‐ ‐ ‐ - - - - - 

高度調理経営科 ２年 200 154 77.0% 400 302 241 61 75.5% 

ダブルプログラム科 ２年 200 108 54.0% 400 213 62 151 53.2% 

小計 640 380 59.3% 1040 633 390 243 60.8% 

武蔵野栄養 
専門学校 

栄養科 ２年 240 191 79.5% 480 361 74 287 75.2% 

小計 240 191 79.5% 480 361 74 287 75.2% 

武蔵丘 
短期大学 

健康栄養専攻 ２年 80 63 78.7% 160 131 15 116 81.8% 

健康スポーツ専攻 ２年 80 69 86.2% 160 145 63 82 90.6% 

健康マネジメント専攻 ２年 40 8 20.0% 80 26 3 23 32.5% 

小計 200 140 70.0% 400 302 81 221 75.5% 

合計 1180 763 64.6% 2110 1408 574 834 66.7% 

＊ 令和３年５月１日現在の数値とし、学校基本調査（文部科学省）および学校法人基

礎調査（日本私立学校振興･共済事業団）の数値と一致する。 

＊ 調理師科夜間部は令和元年度より募集停止しており、上表では定員に含めないもの

とする。 

＊ 数値は小数第２位以下を切り捨てて表記 



２．就職者数 

学校 学科・専攻 

修
業
年
限 

令和２年度 令和３年度 

卒
業
者 

就職希望者 
進
学･

そ
の
他 

（
就
職
希
望
者
に
対
し
て
） 

就
職
率
① 

（卒
業
者
に
対
し
て
） 

就
職
率
② 

卒
業
者 

就職希望者 
進
学･
そ
の
他 

（
就
職
希
望
者
に
対
し
て
） 

就
職
率
① 

（卒
業
者
に
対
し
て
） 

就
職
率
② 

就
職
者 

未
決
定 

就
職
者 

未
決
定 

専
門
学
校
武
蔵
野 

フ
ァ
ッ
シ
ョ
ン
カ
レ
ッ
ジ 

アパレル 

プロフェッショナル科 
２年 23 17 2 4 89.4% 73.9% 23 18 3 2 85.7% 78.2% 

ファッション 

    スタイリング科 
２年 30 24 5 1 82.7% 80.0% 34 29 4 1 87.8% 85.2% 

ファッション 

     マスター科 
１年 1 0 0 1 - 0.0% 4 4 0 0 100.0% 100.0% 

小計 54 41 7 6 85.4% 75.9% 61 51 7 3 87.9% 83.6% 

武
蔵
野
調
理
師
専
門
学
校 

調理師科 

昼間部 １年 149 134 3 12 97.8% 89.9% 112 106 0 6 100.0% 94.6% 

夜間部 
１年 

６か月 
- - - - - - - - - - - - 

高度調理経営科 ２年 138 133 1 4 99.2% 96.3% 141 137 3 1 97.8% 97.1% 

ダブルプログラム科 ２年 100 95 2 3 97.9% 95.0% 103 97 3 3 97.0% 94.1% 

小計 387 362 6 19 98.3% 93.5% 356 340 6 10 98.2% 95.5% 

武
蔵
野
栄
養 

専
門
学
校 

栄養科 ２年 152 142 5 5 96.5% 93.4% 165 158 0 7 100.0% 95.7% 

小計 152 142 5 5 96.5% 93.4% 165 158 0 7 100.0% 95.7% 

武
蔵
丘
短
期
大
学 

健康栄養専攻 ２年 59 52 0 7 100.0% 88.1% 64 59 0 5 100.0% 92.1% 

健康スポーツ専攻 ２年 41 35 3 3 92.1%  85.3% 72 65 0 7 100.0%  90.2% 

健康マネジメント専攻 ２年 8 7 0 1 100.0%  87.5% 17 16 0 1 100.0%  94.1% 

小計 108 94 3 11 99.2% 87.0% 153 140 0 13 100.0% 91.5% 

合計 701 639 21 41 96.8% 91.1% 735 689 13 33 98.1% 93.7% 

＊ 就 職 希 望 者＝就職者＋未決定 

＊ 就 職 率 ①(%)＝就職者÷就職希望者 

＊ 就 職 率 ②(%)＝就職者÷卒業者 

 



３．退学者数 

学校 学科･専攻 
令和２年度 令和３年度 

学年 退学者 在籍者 退学率 学年 退学者 在籍者 退学率 

専門学校 
武蔵野 

ファッション 
カレッジ 

アパレル 
プロフェッショナル科 

２年 0 24 0.0% ２年 3 26 11.5% 

１年 6 31 19.3% １年 3 24 12.5% 

ファッション 
スタイリング科 

２年 2 32 6.2% ２年 0 34 0.0% 

１年 7 41 17.0% １年 3 24 12.5% 

ファッション 
マスター科 １年 0 1 0.0% １年 0 4 0.0% 

小計   15 129 11.6%   9 112 8.0% 

武蔵野 
調理師 
専門学校 

調理師科 

昼間部 １年 8 157 5.0% １年 7 118 5.9% 

夜間部 
２年 － － － ２年 － － － 

１年 － － － １年 － － － 

高度調理経営科 
２年 3 141 2.1% ２年 6 147 4.0% 

１年 11 158 6.9% １年 15 154 9.7% 

ダブルプログラム科 
２年 1 102 0.9% ２年 2 105 1.9% 

１年 3 108 2.7% １年 9 108 8.3% 

小計   26 666 3.9%   39 632 6.1% 

武蔵野 
栄養 

専門学校 

栄養科 
２年 5 158 3.1% ２年 3 170 1.7% 

１年 11 181 6.0% １年 14 191 7.3% 

小計   16 339 4.7%   17 361 4.7% 

武蔵丘 
短期大学 

健康栄養専攻 
２年 1 60 1.6% ２年 1 68 1.4% 

１年 2 71 2.8% １年 2 63 3.1% 

健康スポーツ専攻 
２年 1 45 2.2% ２年 1 76 1.3% 

１年 0 73 0.0% １年 2 69 2.8% 

健康マネジメント専攻 
２年 0 8 0.0% ２年 0 18 0.0% 

１年 2 19 10.5% １年 1 8 12.5% 

小計   6 276 2.1%   7 302 2.3% 

合計   63 1410 4.4% 

 

72 1407 5.1% 

＊ 退学率とは、当該年度（４月１日～３月 31日）の合計退学者数を、当該年度５月

１日の在籍学生数で割ったものとする。 



４．教職員数 

  

常勤教員等 
非常勤 
教員 

事務 
職員 在籍者 

在籍者数÷ 
常勤教員等 校長 

学長 
教員 

専門学校 
助手 

専門学校 
教務職員 

計 

専門学校 
武蔵野 

ファッション 
カレッジ 

1 7 - 0 8 16 2 112 14.0 

武蔵野調理師 
専門学校 1 43 2 15 61 48 20 633 10.3 

武蔵野栄養 
専門学校 1 19 4 8 32 28 8 361 11.2 

武蔵丘 
短期大学 1 27 - - 28 23 11 302 10.7 

合計 4 96 6 23 129 115 41 1408 10.9 

＊ 令和３年５月１日の教員数を記載している。 

＊学校法人会計人件費計上の都合により、法人事務局の事務職員を三専門学校の

事務職員に割り振っている（ファ２･調理 20･栄養８）。なお、常勤役員（１名）

は含まない。 

＊ 専門学校武蔵野ファッションカレッジの教員の人数は、専修学校設置基準が定

める要件を満たす者を算定している。 

＊ 武蔵野調理師専門学校の教員及び助手（調理実習）の人数は、調理師養成施設

指導要領が定める要件を満たす者を算定している。なお教務職員（学校法人後藤

学園管理規程第４条第１項第１号で定める職員）とは、同校において教員･助手

ではない者のことである。 

＊ 武蔵野栄養専門学校の教員及び助手の人数は、栄養士法施行規則及び栄養士養

成施設指導要領が定める要件を満たす者を算定している。 

＊ 武蔵丘短期大学の教職員数は、学校法人基礎調査（日本私立学校振興･共済事

業団）では報告していない事務職員を計上しているため、同調査の報告数とは異

なる。教員の内訳は、学長１名（理事長を兼任）・副学長１名･教授 12 名･准教授

３名･講師６名･助教１名･助手４名。 
 

 

 

  



Ⅲ 部門別事業報告 

１．法人事務局  

２．専門学校武蔵野ファッションカレッジ  

３．武蔵野調理師専門学校  

４．武蔵野栄養専門学校  

５．武蔵丘短期大学  

 

 



法人事務局

【目標（スローガン）】

【優先課題】 【全体総括】

【各戦略領域における活動概略】
※ 達成度は ◎ ○ △ × の４段階

概　　略
定 性 的 目 標
定 量 的 目 標

経　緯　と　結　果
達成度

※
成　果

向 上 方 策
問 題 点

改 善 方 策

新型コロナウイルス対応として必要となった
遠隔授業について促進する。
その他の授業においても授業研究を促す。

各校での遠隔授業の活用予
定を立てる。
授業観察等の実施促進。

新型コロナウイルスの感染が令和2年度に比べて落
ち着いており、遠隔授業の必要性が下がった。今
後、ICT化、授業研究等は教学改革PTが検討する。

△
具体的には教学改革
PTが検討する

理事長直下の戦略会議を定例化。㈱リクルー
ト協力のもと課題抽出・具体的目標を定め各
校と共有。入学者増に向けた体制を強める。

入学者4校合計960名。（ﾌｧｯ
ｼｮﾝ90名・調理490名・栄養
200名・短大180名）

昨年度に続き、新型コロナウィルスの影響により、地元志向の
強まりや調理校・ファッション校はコロナ禍による就職不安も
あり、出願者数は減少した。各設置校、出願対象者の体験イベ
ントへの参加者数は昨年度に比べて横ばいか増加傾向だった
が、歩留の低下がみられた。

×

各設置校、体験イベント参
加者からの出願歩留率が低
下。歩留を上げるため、各
設置校の体験イベント見直
しを図っている。

各校支援策参照 ― ― ― ― ―

各校支援策参照 ― ― ― ― ―

卒業生との交流を促進するため、同窓会（専
門学校）設立総会を開催し、同窓会公式ウェ
ブサイトを構築する。

定款･目的･施策･行事等を整
理し、同窓会設立総会の開
催と同窓会公式ウェブサイ
トの構築。

△
外部資金獲得PTで検
討。

人事･労務･給与システム本格導入の初年度と
して、電子化による効率化を実現させる。
教職員研修（階層別･職能別）の制度化。

システムの安定稼働（特に
給与計算検証の終了）。
研修体系の作成と周知。

電子化による効率化はかなりの程度実現でき
た。今後は学園内届出を電子化していく。
研修体系は整えたが周知と実行はこれから。

○
研修は教学改革PTで
再検討。

耐震補強工事の設計会社と具体的打合せ。
「攻める修繕」として不備事項改善と設備投
資計画策定。板橋寮の在り方を検討する。

耐震工事に伴う改修工事案
作成。実習設備のリニュー
アル計画策定。

池袋校舎耐震化実施会議で耐震とその他の改
修工事について検討中。板橋寮については運
営方針から再検討が必要。

○
耐震化の計画を教職
員と共有できた。

耐震工事に関して
様々な課題が判明。
板橋寮も運営方針か
ら見直しが必要。

耐震資金確保に向け、検討する。
経営改善計画を作成し、実施していく。

資金確保の方向性を出す。
経営改善計画の作成

経営改善改革は学園全体で検討し策定した。 ○
経営改善計画を中期
的な計画とする。

経営改善計画は策定
完了。

（７）施設設備

（１）教育の充実

（２）学生募集

（３）学生支援

（６）組織･運営体制

―

外部資金獲得PTで検
討していく。

人事･労務･給与シス
テム本格稼働済み。
研修体系作成済み。

耐震工事および改修
工事は打ち合わせ
中。

（８）財務戦略

経営改善計画を本格的に始動するにあたり、大詰めの準備を整える年度であった。経営改善計画検討委員会が
定例化され、活発な意見交換、情報の共有を図った。12月には私学事業団による「経営相談」が行われ、計画
に対する意見・アドバイスを頂戴する機会が得られた。しかしながらコロナ禍にあっての募集状況や、池袋校
舎耐震化計画での新たな課題の判明等、計画自体の見直しが必要なケースもあるので、柔軟な対応とより一層
の協力体制をもって、目標達成のために取り組んでいきたい。

定量的目標
の結果

具体的には「経営改
善計画」で実行する
ため、未実施。

入学者4校合計667名
（ファッション37名、
調理297名、栄養188
名、短大145名）

―

経営の安定（収支均衡の実現）に向けた経営改善計画の作成とその実施

  18歳人口の減少に伴う４校への入学者の減少は、学園の経営を悪化させるものである。経営の
安定を図るために、収支の見直しを検討し、経営改善をしていくことが肝要である。収入面で
は、より多くの入学者を集めるために、広報戦略会議を中心とした学生募集への取り組みをより
一層強化することが必要である。また、寄付金への取り組みや、助成金の獲得、施設の有効利用
等により増収を図る。
  支出については、人件費を含め聖域のない見直しを実施し、大幅な削減を目指す。
  また、魅力ある専門学校を目指し、教育内容の充実に向けて、教職員の研修の実施や、教育環
境の改善に向けた施設設備の改修や耐震工事に積極的に取り組む。

戦略領域

（４）就職支援

（５）社会貢献･
　　　外部連携



【中期計画に基づく具体的施策】

（１）教育の充実 ※ 達成度･評価は ◎ ○ △ × の４段階

中期計画

番号
施策名

担当
組織

これまでの教訓
（現状分析･課題）

内　容
（目的･意味／手段･行動）

達成基準
（ゴール･目標）

想定され
る費用

経緯と結果
（変更点･実施内容･達成内容）

費用
達成度

※
成 果

向上方策
問題点

改善方策
コメント

評価
※

1
カリキュラム･
教育手法研究の
啓発

総
務
部

新型コロナウイルス
対応として遠隔授業
が必要となったが、
今後の活用の可能性
について検討すべ
き。
事務局からの投げか
けが見直しのきっか
けとなる。

毎年テーマを決めて、各
校での教育内容･手法の整
理･見直しを促す。
令和３年度は各校での遠
隔授業の取り組みについ
て整理し、促進してい
く。

各校での遠隔授
業の取り組みに
ついて整理し、
各校で今後の活
用計画を決定。
令和４年度以降
の事業計画に反
映する。

新型コロナウイルス感染症対策のた
めに遠隔授業の必要性が生じていた
が、令和３年度は令和２年度に対し
て感染拡大が比較的落ち着いていた
ため、施策に取り組まなかった。

△

令和４年度からの「経営
改善計画」でICT化の促
進をする予定。各設置校
および教学改革PT等で必
要に応じて検討する。

△

2
授業公開および
模範事例共有の
推奨

総
務
部

質の高い授業実現の
ため、より効果的な
授業研究が必要。
令和２年度に遠隔授
業を行った学校につ
いては、その際に模
範講師を選定した。
栄養学校で校長によ
る授業観察を実施。

学校ごと･学校間での授業
公開を促進し、模範事例
共有や意見交換の時間を
持つよう働きかける。
そのために授業評価の結
果をフィードバックし、
模範となる講師等の授業
を研究する時間を持つよ
うに各校に促す。

授業評価の結果
をフィードバッ
ク。
授業観察を行う
など、各校で授
業に関する意見
交換の時間を持
つ。

総務部で集計している授業評価アン
ケートの結果については、各学校の
責任者に渡している。学校内で各教
員にフィードバックされる仕組み。
経営改善計画の教学改革PTでの検討
内容となるため、それ以上の取り組
みは行わなかった。

△

学校内でのフィード
バック方法や、授業
研修に活かされてい
るのかを確認した方
がよい。

教育の質を保証できるよ
う取り組みが必要。
教学改革PTが学園共通の
ルールを検討し、各学校
で具体的に実施すべき。

△

結　果　お　よ　び　自　己　評　価 学 校 総 括具 体 的 施 策 計　画　内　容



（２）学生募集 ※ 達成度･評価は ◎ ○ △ × の４段階

中期計画

番号
施策名

担当
組織

これまでの教訓
（現状分析･課題）

内　容
（目的･意味／手段･行動）

達成基準
（ゴール･目標）

想定され
る費用

経緯と結果
（変更点･実施内容･達成内容）

費用
達成度

※
成 果

向上方策
問題点

改善方策
コメント

評価
※

3
広報戦略会議の
実施

広
報
対
策
室
・
広
報
部

理事長直下の組織と
して広報対策室を設
置。広報企画室を中
心としたメンバー構
成とし、課題に合わ
せて当該校担当者が
参加することとす
る。

㈱リクルートとの月例会
を実施。募集活動に関わ
る課題を抽出し、解決を
図る。

年間目標の他、
月次での課題・
目標を設置し、
都度検証する。

（株）リクルートを交えた広報戦略
会議を5/12、7/8、8/19、10/6、
11/16、12/7、1/17、2/15、3/9で実
施。2/15からは学生募集PTを吸収
し、各設置校の募集に関わる担当者
が参加する形で動き出している。

〇

2/15から各設置校か
らの担当者が加わっ
たため、各設置校の
体験イベント参加交
流も生まれ、内容見
直し等もタイムリー
に意見交換ができる
ようになった。

経営改善計画の学生募集
PT実施項目についても進
捗等確認が必要。

〇

4 目標数値の設置

広
報
対
策
室
・
広
報
部

データ分析をもとに
より効率性が高い募
集活動を確率してい
く。

入学目標数値から逆算
し、資料請求者数、体験
入学来校者数の目標数値
を設定。更にはエリア別
目標数、広報スタッフ
個々の目標数値も設定す
る。

4校960名が目標
だが、2021年度
出願数と乖離が
あればそれに見
合った月次の目
標数値を設定
し、都度検証す
る。

昨年度に続きコロナ禍での募集活動
となり、高校訪問、進路ガイダン
ス、会場ガイダンス等、直接接触の
機会が制限を受けた。オンライン系
の学校説明会、個別相談会を来校型
の体験イベントと別枠で増設しなが
ら対応し、目標数値を目指した。

×

コロナの影響で、地元
志向が強まり、専門学
校３校では首都圏の少
なくなった対象者の奪
い合いとなった様相。
選ばれる学校となり、
出願歩留を上げるた
め、ストロングポイン
ト、体験イベントの見
直しを図っている。

×

5
アンケート調査
の実施と検証

広
報
対
策
室
・
広
報
部

学生満足度の向上及
び体験入学参加者の
満足度向上を目的と
し、本学園の強味・
弱みを明確にする。
2020年度入学者アン
ケート実施済み。

㈱リクルート監修のも
と、アンケートを制作。
卒業時及び体験入学参加
者アンケート調査を実施
し、集計内容を各校で共
有する。

アンケート調査
で得た課題点は
即時改善に取り
組む。

リクルートによる入学者向けアン
ケートをコロナの影響もあり５月に
実施。各設置校の入学者から得られ
た情報で強味・弱みを分析した。
体験イベントの際は終了後にLINEを
使用してのアンケートも実施してい
る。

〇

アンケートから得ら
れた情報を基に、各
学校のストロングポ
イント等を確認し、
パンフレットや各種
媒体へ掲載の際に反
映している。

〇

6
学費減免制度の
構築

広
報
対
策
室
・
広
報
部

2020年度はコロナ禍
における特別減免制
度及び既卒者対象の
リスタート制度を緊
急的に設置。継続す
るかも含め更なる効
果的な制度を模索す
る。

コロナ禍での経済への影
響や他校の動向を注視
し、タイムリーな策を提
案する。

地方からの出願
者を増加させる
べく、体験入学
への交通費補
助・寮費減額が
できないか検
証、提案する。

補助・ま
たは減額
分（未
定）

昨年度に続き、コロナ減免制度を継
続した。既卒対象のリスタート制度
は継続して実施。

コロナ減免
393名×20万円

＝7,860万円
リスタート
＝280万円

合計
8,140万円

△

コロナ減免制度では
一定数（全体の
22.4％）が制度が無
ければ出願に至らな
かったと回答。

コロナ減免制度は一
定数の効果はあった
ものの、支出が大き
いため、見直しが必
要。次年度は金額を
下げて、縛りを入れ
ることにより、支出
の改善を図る。

専門学校３校に関しては
コロナ減免制度を廃止
し、「武蔵野学費サポー
ト制度」を新設した。減
免額を10万円に変更し、
学校長の推薦書が必要な
どの条件を設け、支出を
抑える形で実施する。

△

7
体験入学　運用
方法の検証

広
報
対
策
室
・
広
報
部

体験入学参加者の出
願歩留まり向上を目
指し、運用方法や内
容を検証。

㈱リクルートスタッフに
体験入学へ参加してもら
い、参加者目線で感じた
問題点、改善点について
アドバイスを仰ぐ。オン
ライン説明会のコンテン
ツについても検証する。

4校ともに定期的
に実施。改善ポ
イントがあれば
迅速に取り入れ
る。

調理校は6/13、7/18、8/3、短大は
8/22にリクルートスタッフに参加し
てもらい、参加者目線での問題点、
改善点を指摘いただいた。また、調
理校では調理PTにも参加してもら
い、意見交換も行った。

〇

調理の説明会場での
待ち時間で流すＤＶ
Ｄの内容、モニター
の位置など、改善に
つながった。

調理校への参加に偏
り、全校で実施でき
ていないので、他設
置校での実施も必
要。

〇

8
高校との連携模
擬授業の強化

広
報
部
・
各
校
教
員

高大・高専連携等に
より、業者を介さ
ず、実習を中心とし
た授業を請け負う。
本学園授業スケ
ジュールとの調整が
必要。

高校での授業や部活動の
指導を本学園教員が行
う。調理・製菓・服飾・
スポーツ栄養・トレーニ
ング・面接指導を想定。

高校からの単独
依頼件数を昨年
度対比で増加さ
せる。

実習費・
交通費・
出張手当

昨年度からのコロナ禍の影響によ
り、高校単独授業は感染対策を取り
ながらの実施となった。高校での授
業制約の緩和により、昨年度より依
頼は増加した。4校合計単独授業数
（2020年度：20件、2021年度：31
件）

〇

コロナ後に依頼が増
加した場合に各設置
校との調整が必要。
調理では材料費の高
騰もあり、メニュー
の調整も必要。

〇

具 体 的 施 策 計　画　内　容 結　果　お　よ　び　自　己　評　価 学 校 総 括



中期計画

番号
施策名

担当
組織

これまでの教訓
（現状分析･課題）

内　容
（目的･意味／手段･行動）

達成基準
（ゴール･目標）

想定され
る費用

経緯と結果
（変更点･実施内容･達成内容）

費用
達成度

※
成 果

向上方策
問題点

改善方策
コメント

評価
※

具 体 的 施 策 計　画　内　容 結　果　お　よ　び　自　己　評　価 学 校 総 括

9
高校教員対象セ
ミナー

広
報
部
・
各
校
教
員

高校との連携または
高校の家庭科・保健
体育科等教員との連
携、スポーツ団体と
の連携が必須。

都・県内で実施される家
庭科教員研修会の誘致
（調理・服飾）。スポー
ツ競技団体や部活指導者
への働きかけ（指導方法
やスポーツ栄養に関する
講座開催）。

実績を残す。
実習費・
交通費・
出張手当

昨年度に続き、コロナの影響によ
り、イベントは実施できなかった。

×

コロナが収束後に各学校
の教員と調整をしながら
高校の家庭科・保健体育
科等の教員他、スポーツ
団体等への働きかけをし
ていく。

×

10 地域貢献型

広
報
部
・
各
校
教
員

行政（豊島区・吉見
町・東松山市・川島
町・滑川町・鳩山
町・北本市）とタ
アップした事業を実
施。

連携協定を結んだ地域の
小中学生・保護者・市民
を対象としたイベントを
実施。

実績を残す。
実習費・
交通費・
出張手当

広報部として実績は残せていない。 × ×

11
学園ホームペー
ジのリニューア
ル

企
画
室
・
プ
レ
ス
メ
デ
ィ

ア
課

2020年度フレームを
一新。各校各部署の
要望を取り入れ、完
成度を高める。

閲覧状況・離脱状況を分
析し、分かりやすく使い
やすいサイトを目指す。

年間での維持管
理を行いながら
段階的に完成形
を目指す。

1,180万円

年間の維持管理費を抑えることだけ
でなく、修正箇所を時間を空けずに
更新したり、各校からの要望に関し
ても迅速に対応出来るようにするた
め業者主導ではなく企画課主導でHP
管理を行った。

1,322万円
(内、300
万は　卒
業生サイ
ト制作の
ため印刷
製予算か
ら流用）

〇

年間に掛かる費用は月
10万前後削減出来た。
各校からの要望も取り
入れながらHP運営を行
うことが出来た。さら
には学園4校の卒業生
サイト制作にも着手し
始めた（2022年6～7月
完成予定）

HPに各校の特徴が
はっきりと表現出来
ているか、日々の学
校生活の様子がHP閲
覧者に見やすくなっ
ているか、修正・改
善箇所を対応し、よ
り見やすいHPにして
いく。

〇

12
年間取材プラン
作成

企
画
室
・
プ
レ
ス
メ
デ
ィ

ア
課

取材や撮影に偏りが
出ないよう、計画的
な活動を行う。

広報企画室・プレスメ
ディア課を中心に年間取
材プランを作成。

取材プランに則
り最新のニュー
スをUP。

交通費・
出張手

当・土産
代

学生インタビューや学内実習担当教
員の動画撮影を行い、Youtube・SNS
を中心に掲載した。卒業作品展では
各校と連携を図り、ライブ配信し、
来校できなかった方に向け配信。卒
業生の取材は、写真、動画撮影し
行った。

交通費 △

各校からの協力により
高校生目線での学生イ
ンタビューの情報発信
や卒業作品展でも閲覧
者とチャットでやり取
りしたり、卒業生から
のコメントももらえて
一方的な配信にならな
かった点は良かった。

昨年度同様、在校生な
ど学生の撮影に際して
は、プライバシー保護
の観点から撮影を行う
ことが難しいと感じ
た。ただ在校生情報は
入学検討者にとって有
益な情報になるため、
各校と情報発信につい
て対策を取っていきた
い。

△

13 SNSの活用

企
画
室
・
プ
レ
ス
メ
デ
ィ

ア
課

YouTubeを含めた情
報発信を業務として
取り組めるよう、各
校の協力を仰ぐ。

情報発信の頻度を高めら
れるよう、分担して取り
組む。一部学校では担当
者選任済み。

日々情報発信が
できるようにす
る。

アカウン
ト料金

インスタグム、LINE、Twitter各SNS
を利用した情報発信を行った。
LINEは主にキャリタス進学基本企画
の公式LINEアカウント使用（運用費
費発生）

年間
70万４千

円
△

情報発信が不定期に
なりがちで、頻度を
高めるには至らな
かった。LINEでの個
別相談対応は年間継
続して行えた。

情報発信について定
期発信出来るような
仕組みづくりや業者
との連携も図りSNS
の活用を効果的に行
い、学校認知度を高
めていく

△



（３）学生支援 ※ 達成度･評価は ◎ ○ △ × の４段階

中期計画

番号
施策名

担当
組織

これまでの教訓
（現状分析･課題）

内　容
（目的･意味／手段･行動）

達成基準
（ゴール･目標）

想定され
る費用

経緯と結果
（変更点･実施内容･達成内容）

費用
達成度

※
成 果

向上方策
問題点

改善方策
コメント

評価
※

各校支援策参照

具 体 的 施 策 計　画　内　容 結　果　お　よ　び　自　己　評　価 学 校 総 括



（４）就職支援 ※ 達成度･評価は ◎ ○ △ × の４段階

中期計画

番号
施策名

担当
組織

これまでの教訓
（現状分析･課題）

内　容
（目的･意味／手段･行動）

達成基準
（ゴール･目標）

想定され
る費用

経緯と結果
（変更点･実施内容･達成内容）

費用
達成度

※
成 果

向上方策
問題点

改善方策
コメント

評価
※

各校支援策参照

具 体 的 施 策 計　画　内　容 結　果　お　よ　び　自　己　評　価 学 校 総 括



（５）社会貢献・外部連携 ※ 達成度･評価は ◎ ○ △ × の４段階

中期計画

番号
施策名

担当
組織

これまでの教訓
（現状分析･課題）

内　容
（目的･意味／手段･行動）

達成基準
（ゴール･目標）

想定され
る費用

経緯と結果
（変更点･実施内容･達成内容）

費用
達成度

※
成 果

向上方策
問題点

改善方策
コメント

評価
※

15
同窓会設立総会
の開催

総
務
部
・
委
員
会

三専門学校の同窓会
は、仮で作成された
会則が存在するのみ
で、活動実態に乏し
く、実際に卒業生が
集う場を創出できて
いなかった。

定款･目的･施策･行事等を
整理し、運営全般につき
ルール作りを行った上
で、設立総会を開催す
る。

同窓会設立総会
の開催（開催通
知は公式サイト
上にアップ、会
場は校舎を使う
などして、極力
経費を抑える）

新規就任
する外部
役員のお
車代（1人
1万円程
度）

外部資金獲得ＰＴにより、「卒業生
ネットワークの構築」の提案がなさ
れ委員会で承認されており、まずは
同窓会機能の回復及び卒業生情報の
整理をなしていくとのことで、そち
らの進捗によって引き続き達成を目
指していく。

△

予算については、学園の
改善計画用予算ではな
く、同窓会費で賄うこ
と。

△

16
同窓会公式ウェ
ブサイトの構築

総
務
部
・
委
員
会

三専門学校の同窓会
は、仮で作成された
会則が存在するのみ
で、活動実態に乏し
く、実際に卒業生が
集う場を創出できて
いなかった。

同窓会公式ウェブサイト
を構築し、学校関連のイ
ベント情報等を掲載す
る。

同窓会公式ウェ
ブサイトの構築

現状の公
式サイト
管理費の
範囲内で
ページを
作成

同上 △

予算については、学園の
改善計画用予算ではな
く、同窓会費で賄うこ
と。

△

具 体 的 施 策 計　画　内　容 結　果　お　よ　び　自　己　評　価 学 校 総 括



（６）組織・運営体制 ※ 達成度･評価は ◎ ○ △ × の４段階

中期計画

番号
施策名

担当
組織

これまでの教訓
（現状分析･課題）

内　容
（目的･意味／手段･行動）

達成基準
（ゴール･目標）

想定され
る費用

経緯と結果
（変更点･実施内容･達成内容）

費用
達成度

※
成 果

向上方策
問題点

改善方策
コメント

評価
※

18
広報対策室の機
動的･自律的な
活動

総
務
部
・
広
報
部

【施策３番】を実行
するため、理事長直
下に全学組織として
広報対策室を設置し
た。
具体的な活動内容は
【施策３番】に記載
する。

令和２年度で終了
（令和４年度からは記載
しない）

19
公式サイトの専
属担当（管理職
相当）を任命

総
務
部
・
広
報
部

理事会で、公式サイ
トの訴求力向上につ
いて、議論の俎上に
載せられた。

学生募集に資する公式サ
イトとしていくため、専
属担当（管理職相当）を
任命して、機動的･自律的
に情報発信する。

令和2年度の公式
サイトリニュー
アル進捗に歩調
を合わせ、担当
者の選定を実施

令和３年４月１日付で企画課長に隅
内洋行氏が昇格した。

〇

学校の要望に合わせ
た迅速なページ改修
や、学園で更新作業
を内製化することで
の経費削減などに取
り組み、機動的・自
律的に情報発信する
ための土台を整えて
いる。

理事長からの公式サイト
校歌掲載ご指示への迅速
な対応を始めとして、学
校からもレスポンスが早
いとの評価を受けている
と聞いており、今後も更
なる尽力を期待したい。

〇

20
学園内諸手続き
の電子申請化に
よる業務効率化

総
務
部
・
財
務
部

学内の仕事の依頼が
電子メールに依存し
ており、該当者以外
のデータの共有や進
捗の把握が困難であ
る。

部署内外の仕事の依頼に
活用できるように学内
ワークフローを設定す
る。
承認者だけでなく関係者
への周知、回覧が可能に
なる。依頼した側も未了
の依頼が把握できるよう
になる。

業者登録、予算
流用願い、入金
問い合わせ、退
学処理用のワー
クフロー作成。
押印管理簿もシ
ステム管理にす
る。

システム
前年導入

済
月額12万
6400円

（システ
ム保守
料）

初期設定は完了。テスト運用できる
環境までは準備した。

△

初期設定は財務部に担当
してもらい、令和４年度
からの運用については総
務部で担当していく。

△

21
給与計算の内製
化

総
務
部
・
財
務
部

割増賃金の計算、手
当金額の変更など、
給与計算上必要な数
値は学園で計算して
おり、社労士事務所
ではその数値を打ち
込むだけに留まって
いる。

社労士委託の給与計算を
内製化することで、月額
20万程度の財源を捻出
し、電子申請化の費用に
充てる。

同上

社労士との契約を変更し、給与計算
分の月額約20万円分を削減して、シ
ステム導入費用に充てることができ
た。

◎

令和３年４月～１２
月は移行期間、令和
４年１月から完全に
給与計算を内製化す
ることができた。

財源を確保した上でシス
テム導入できたことは特
筆に値する。また、内製
化による担当者のスキル
アップにも繋がってい
る。

◎

22
最低賃金上昇に
伴う給与テーブ
ルの再構築

総
務
部

基本給予表別表２に
おいて、１等級１号
～10号までが、東京
都の最低賃金（時給
1013円）を下回って
いる。

最低賃金を下回っている
１等級１号～10号を廃止
する。

令和３年３月理
事会で給与規程
改正予定

経営改善計画に伴う賞与減により、
給与テーブルの再構築にまでは至っ
ていない。

△

最低賃金の上昇によ
り、人材確保のため
のコストが社会全体
で高くなっている。

学園の初任給が、賃金構
造基本統計調査による全
国平均より２万円低い状
況である。経営改善計画
によるベテランと若手の
入替を行う際の大きな障
害となることが予想され
るため、早急な対応が必
要である。

△

24
長時間労働の抑
制

総
務
部

慣習として上司･先
輩より早く出勤する
など、業務効率化を
図ることができてい
ない側面がある。

業務として早出勤務等を
している場合は、その時
間分を「早帰り･翌日以降
の遅出勤務」してもら
う。長時間労働が発生し
た場合は、上司にアラー
トが送信される仕組み作
り（令和２年度導入の労
務管理システム）。

所属長に対応を
勧奨（令和２年
度中に対応済）
労務管理システ
ム本格稼働（令
和３年４月）と
同時にアラート
システム開始

勤怠管理システム「KING OF TIME」
が令和３年４月１日より稼働した。

〇

早出出勤等が行われ
た場合は、時間単位
の振休を付与するな
ど、従来行われてい
なかった労務管理が
実施されるように
なった。

勤怠が可視化され、労働
者本人および管理者の労
務管理意識が高まってい
る様子がうかがえる。

〇

具 体 的 施 策 計　画　内　容 結　果　お　よ　び　自　己　評　価 学 校 総 括



中期計画

番号
施策名

担当
組織

これまでの教訓
（現状分析･課題）

内　容
（目的･意味／手段･行動）

達成基準
（ゴール･目標）

想定され
る費用

経緯と結果
（変更点･実施内容･達成内容）

費用
達成度

※
成 果

向上方策
問題点

改善方策
コメント

評価
※

具 体 的 施 策 計　画　内　容 結　果　お　よ　び　自　己　評　価 学 校 総 括

25
短大事業場での
衛生管理実施

総
務
部

池袋事業場で実施し
ている「衛生委員会
設置･産業医選任･ス
トレスチェック」
を、短大事業場でも
実施することで、法
定以上の衛生管理を
実施することができ
る。

法定以上の対応であり、
一定の負荷がかかる事業
となるので、まずは短大
事業場の状況調査が必要
となる。

費用の算出、短
大事業場のニー
ズ確認

経営改善計画における経費削減のさ
中、対応を留保している。

△

「24」における労務
管理の向上が、事業
場におけるストレス
緩和に一定程度奏功
しているとは考えら
れる。

短大の委員会を統合する
検討が進められている
中、新たな衛生委員会を
設置するか否かについて
は慎重な検討が必要とな
る。

△

26
教職員研修の制
度化

総
務
部

階層別、職能別研修
会の体系化が必要。

令和２年度にリスト化し
た教職員にとって必要な
研修内容を階層別･職能別
にまとめる。現在、学園･
学校で不足している研修
を明確にする。

研修体系をまと
める。

研修体系について整理した。
学園･学校で不足している研修を明
確にところまでは至らなかった。

△
体系に基づく研修の
定例的な実施が必要
である。

令和４年度から始まる
「経営改善計画」の教学
改革PTで必要な研修につ
いて検討する。

△

27
教職員の自己研
鑽等に関する制
度化

総
務
部

自己研鑽については
個人に任せている現
状。

専門的な知識･技術習得の
ためのサポート制度を構
築。その後、モチベー
ション向上のため、表彰
制度を活用を目指す。

教職員のスキル
アップに関する
必要なサポート
内容の明確化

サポート内容を明確にはできていな
い。
ただし、教学改革PTの検討事項の一
部であったため、PTが検討をしてい
た。

×

令和４年度から始まる
「経営改善計画」策定時
点での教学改革PTが一部
検討している。今後、経
済状況に基づいて可能な
サポート内容を明確にす
る。

△

28
学校が企画する
研修の促進

総
務
部

事務局自体の研修だ
けでなく、現場で必
要だと思う研修を主
体的に企画し、実施
したほうがよい。

学校での課題に応じた研
修を実施するため、各校
での企画･実施に向けて働
きかける。

設置校が企画す
る研修の進捗確
認

研修については「経営改善計画」で
定めることになるため、令和３年度
で進捗確認する必要性が薄かったた
め、実施していない。

△
令和４年度から始まる
「経営改善計画」の教学
改革PTで実施する。

△



（７）施設設備 ※ 達成度･評価は ◎ ○ △ × の４段階

中期計画

番号
施策名

担当
組織

これまでの教訓
（現状分析･課題）

内　容
（目的･意味／手段･行動）

達成基準
（ゴール･目標）

想定され
る費用

経緯と結果
（変更点･実施内容･達成内容）

費用
達成度

※
成 果

向上方策
問題点

改善方策
コメント

評価
※

29
耐震補強工事に
おける計画策定

総
務
部

旧耐震基準の校舎に
ついては理事会で耐
震補強工事を行う方
向で決定されてお
り、具体的なプラン
を検討中。
設計業者･施工業者
等の選定を行う必要
がある。

構想と工程を確定させ、
実施設計を1年に1棟ずつ
行う。
設計業者･施工業者の選定
を行う。

設計業者を選定
し、施工業者の
候補を探す。

５月の理事会で設計会社を選定し、
それ以降は設計会社と打ち合わせを
進め、管理用図面を作成した。
池袋校舎耐震化実施会議を複数回開
催して、具体的な工事内容を検討
中。

○

耐震化と同時に実施
する改修工事につい
て関係する設置校責
任者と共に検討がで
きている。

既存の図面がない上
に、耐震化以外の工
事内容が多くある。
また、設計会社もそ
の整理に時間がか
かっている。

管理用図面を作成したこ
とで耐震化以外の課題が
明確になり、その対応が
必要となっている。当初
の計画より遅れている
が、令和４年度には理事
会で情報共有して慎重に
進めていく。

○

30
耐震補強工事の
着工と進捗管理

総
務
部

現在は計画策定中。
施策29番で立てた計
画を具現化する必要
がある。

理事会で議決されたとお
りに耐震補強工事を実
施。施策29番･31番を含め
て、コンサルもしくは設
計業者と協力してプラン
を作成、実施する。
令和３年度は実施設計を
行う設計会社を決定し、
打ち合わせを行う。

実施設計に向け
た打合せと工程
の概要決定

同上 ○ 同上 同上 同上 ○

31
耐震工事に伴う
各種対応

総
務
部

現在は計画策定中。
施策29番で立てた計
画を具現化する必要
があり、外部･内部
ともに調整が必要。

工事期間中の教室移動、
工事と並行して行う設備
改修に関する計画を立案
する。

耐震補強工事の
設計会社と連携
して、教室移動
等の計画を立て
る。
厨房機器業者と
連携して、設備
更新の内容を決
定する。

同上 ○ 同上 同上 同上 ○

32
固定資産の現物
確認の段階的実
施

総
務
部

財
務
部

固定資産の登録が学
校別のみで、部屋別
になっていない。

固定資産台帳にフロア
別、部屋別に区分登録す
る。
部屋別に現物確認を行
い、台帳の除去漏れがな
いかを確認する。

武蔵野調理師専
門学校の現物確
認を実施。

前年に実施できなかった武蔵野栄養
専門学校の現物確認を実施。
施設設備と備品で各１日ずつ実施し
た。結果、建物（付属設備含む）は
５点、教育用機器備品は１４３点、
管理用機器備品は１１点の除却を
行った。また、現存する固定資産に
ついては、設置場所ごとのコードを
割り振り、管理を行っていく。

○

規程上は各所属長が
所属ごとに管理担当
者を配置し、破損・
廃棄の際は総務部長
に報告することと
なっている。規程に
沿った運用が望まれ
る。

現状が把握できれば、フ
ロア・部屋別の台帳を所
属長と共有し、規程通り
の運用を行うための依頼
ができるものと考える。
短大が原義書を作成して
既に対応しているので、
参考にして展開してい
く。

◯

33

学生募集に資す
る「攻める修
繕」の遂行（２
年目･３年目）

総
務
部

「攻める修繕」の進
捗管理のため、施設
設備不備事項一覧を
随時更新している。
令和３年度は最終と
なる３年目。

毎年の状況の変化に対応
するため、施設設備不備
事項一覧を更新し、優先
順位をつけて修繕を行
う。予算執行状況も合わ
せて進捗を管理する。

不備事項一覧の
更新および予算
執行状況の管理

「攻める
修繕」３

年目

固定資産
6000万円

修繕
6000万円

不備事項の一覧を更新し、予算執行
状況の管理を行った。
５号館４階西洋料理実習室のガス台
入替を予定していたが、コロナ禍よ
る物流の遅延により部品の納期が間
に合わず、未実施。

固定資産
と修繕費
の合計で
約1億900
万円。
3年間合
計で3億
6800万
円。

◎

３年に亘る「攻める
修繕」をほぼ予算通
りに実施することが
できた。
特に７号館を除く校
舎の外壁補修工事が
完了した。

これまで実施できな
い工事は複雑で高額
なものが多く、一覧
にあるものすべてを
実施できなかった。

効率的な施設設備改修計
画を立てるべき。
今回残った不備事項は耐
震補強工事の時が次のタ
イミングとなる。

◯

34
実習設備のリ
ニューアル

総
務
部

「耐震化」「攻める
修繕」という大きな
プロジェクトの中
で、老朽化した実習
設備の改修を行うタ
イミングを考える必
要がある。

耐震補強工事と同時並行
的に老朽化した実習設備
の全面リニューアルを実
施する。
特に耐震と関係がある実
習室については施策29番･
31番と共に進め、確定さ
せる。

実習設備の全面
リニューアル案
の作成

施策29番と同様 ○ 施策29番と同様 施策29番と同様 施策29番と同様 ◯

具 体 的 施 策 計　画　内　容 結　果　お　よ　び　自　己　評　価 学 校 総 括
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36
板橋寮補修工事
の概要検討

総
務
部

板橋寮の老朽化は進
んでおり、補修工事
を行う場合の費用等
を把握しておく必要
がある。現在は概算
で見積もり依頼中。

方向性を決定する材料と
して、補修工事を行った
際の費用概算と実施すべ
き工事の概要をまとめ
る。

補修工事の概要
とその費用概算
をまとめる。

補修工事の概要と費用概算を算出し
た。
・耐震診断　約1000万円
 （補強工事費は診断後に算出）
・外壁の補修 2000万円～3000万円
 （追加工事の可能性あり）

○

費用概算を出したこ
とで継続して使用し
た場合の経費の参考
となった。

概算費用をまとめる
にとどまり、大きな
工事に取り組むこと
ができなかった。

耐震補強工事･外壁等の
改修工事といった課題に
対する取り組みを寮運営
の方針に合せて明確に定
める必要がある。

○

37
板橋寮の有効活
用案の作成と提
出

総
務
部

近年、入寮生減少の
傾向があり、維持運
営が困難となって
なってきている。入
寮生の保護者に対す
るアンケートを実施
した。

寮運営の有効性とリスク
について考察し、閉鎖売
却も含めた今後の活用方
法について案を検討す
る。

想定されるプラ
ンのリストアッ
プ

寮運営全般に関する課題を明確にし
た。

○
保護者アンケートな
どにより寮の状況を
正しく把握できた。

寮運営には多くの課題が
あり、今後の板橋寮の運
営方針を定める必要があ
る。

○



（８）財務基盤 ※ 達成度･評価は ◎ ○ △ × の４段階
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41
各校別の寄付項
目の整備

総
務
部
・
財
務
部

学園として幅広く寄
付金を募った経験が
乏しい。

寄付者満足度を高める寄
付項目の整備。項目ごと
目標金額の設定。金額ご
と返礼品の選定。

学校ごとの寄付
項目、目標金
額、返礼品概要
の立案

現状の公
式サイト
管理費の
範囲内で
寄付金
ページを
作成

外部資金プロジェクトにて検討して
いる

△
外部資金獲得ＰＴでの進
捗を注視していく。

△

42
公式サイト寄付
金ページの充実

総
務
部
・
財
務
部

紙の用紙でしか寄付
の申込が受けられ
ず、寄付へのハード
ルが高い。

クレジットカードによる
寄付決済サービスの構
築。

固定費の決済
サービスシステ
ムではなく、寄
付金額に応じた
従量課金制のシ
ステムを選定

従量課金
制なので
持ち出し
は０円

外部資金プロジェクトにて検討して
いる

△
外部資金獲得ＰＴでの進
捗を注視していく。

△

43
創立75周年寄付
募集策の立案

総
務
部
・
財
務
部

学園として幅広く周
年事業についての寄
付金を募った経験が
乏しい。

周年事業を明確化し、当
該ページを公式サイトに
構築。目標額を設定す
る。

周年事業内容の
精査･決定（令和
３年度前期中）

経営改善計画検討委員会で周年事業
についての検討を引き継ぐ。

△
経営改善計画検討委員会
での進捗を注視してい
く。

△

44
税額控除法人と
しての証明

総
務
部
・
財
務
部

まだ特定公益増進法
人に留まっているの
で、寄付者に対して
「所得控除」のメ
リットしか生じな
い。

卒業生･保護者･教職員な
どに幅広く寄付を募り、
「直近5年間で年平均38人
以上の寄付者」要件を満
たす。

教職員への寄付
金募集も視野に
入れ、2021年度
に40人の寄付者
達成

外部資金プロジェクトにおける、
ファンドレイジング型の寄付によ
り、少額寄付者の獲得に努める

△

返礼品の検討・準備
が肝であるため、各
校に協力を依頼し、
魅力ある返礼品の選
定を行う

外部資金獲得ＰＴでの進
捗を注視していく。

△

45
計画的な施設設
備投資による助
成金獲得

総
務
部

利用できる補助金が
ないか情報収集を継
続した方がよい。
令和２年度は東京都
新型コロナ対応の助
成金（消耗品･遠隔
授業）と豊島区エコ
事業助成金(LED照
明）を新たに申請。

耐震補強工事、教育研究
機器補助に関する助成金
の獲得。その他に活用で
きる助成金を模索する。

教育機器に関す
る助成金の継続
的な利用

専門学校の教育環境整備費助成金は
合計約900万円。

○
例年度どおり助成金
を頂けた。

助成金の獲得は継続して
行うが、費用の全額が出
るわけではないので、必
要な教育設備であるかど
うかの確認が必要であ
る。

○

46
支払依頼処理の
半自動化

財
務
部

定例の支払依頼など
を半自動化し、支払
業務にかかる人員工
数を削減すること
で、人員配置見直し
に資する。

交通系ICカードや法人
カードの使用履歴が自動
で連携する経費精算シス
テムを導入し、入力工数
やチェック工数の削減を
図る。

先行部署で試験
導入する。

先行導入
であれば
月３万円
前後か
ら。全学
導入であ
れば月１
０万円前
後の試算

初期設定において、現状の予算管理
システムとの紐づけが必要であり、
設定項目が多いことから作業が難航
している。テスト運用し、修正を業
者に依頼した後、確認作業ができて
おらず、本番運用に移行できていな
い。

初期費用
33万
年間
231万

×

まずは総務・財務分
だけでも導入を進
め、各校に展開した
い。

準備期間が一定程度必要
なことは当然ではある
が、できる限り迅速な各
校展開が望まれる。

×

具 体 的 施 策 計　画　内　容 結　果　お　よ　び　自　己　評　価 学 校 総 括
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経営改善計画
総
務
部

財
務
部

従前の学校規模を維
持する前提で平成28
年度より予算の減額
による収支改善に取
り組んできたが、入
学者減に歯止めがか
からず、支出超過額
が膨張している。

今一度各部署で中長期的
に取り組むべき事項を洗
い出し、計画・実行・改
善に取り組む。
定員見直しによる収入減
の状況であっても収支が
均衡するように支出内容
を見直す。

経営改善計画の
立案。令和４年
度からの着手。
930人入学、在籍
1600人、収入25
億での収支均衡
を目指す。

学校の垣根を越えた組織である委員
会と各種ＰＴの設置により、経営改
善計画を策定した。
12月には私学事業団の経営相談を受
けたのち、若干の修正を行った。
また、耐震補強工事のための資金獲
得のため、令和５年度予算での教育
活動資金収支差額のプラス化に取り
組む。

◎

５年間の中期的な計画
として策定し、全体に
周知した（既存の中期
計画を吸収）。
収支均衡は経営改善計
画のメインテーマであ
るため、委員会を始
め、各プロジェクトで
継続的に取り組む。

私学事業団からは事業団の
資料に基づいて、教職員全
員に情報公開したこと、時
間をかけて現状分析を行っ
たこと、学校の垣根を越え
て細かく検討を重ねたこと
が評価された。
実行と成功に向けて取り組
む。

◎

耐震資金の確保
総
務
部

財
務
部

建て替えか耐震補強
か、着工順序はどう
するか、代替地はど
うするかが未決で、
外部融資を頼らず、
自己資金での対応を
検討してきた。

耐震補強の基本設計をも
とに、実施設計を依頼
し、着工時期の検討に合
わせて資金確保のための
準備を行う。

融資獲得に向け
た事前相談を令
和３年度中に行
う。

交通費程
度

東京都私学財団および東京信用金庫
との融資相談を行った。東京信用金
庫からは、耐震補強工事を見据えた
関係性の構築のため、短期借入を行
い、融資・返済の実績をつくり、次
回の大型融資に備えた

短期借入
利息33万

◎

東京都私学財団から
の融資獲得には、相
当程度返済が確実と
言える状況が必要で
ある。そのために、
学園全体で収支改善
策に取り組む。

◎



【その他の取り組み】 ※ 達成度･評価は ◎ ○ △ × の４段階
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※

学
生
支
援

特
色
事
業

学生のメンタル
ヘルスケア

総
務
部

スクールカウンセ
ラーとして臨床心
理士と契約し、学
生のカウンセリン
グ教職員への研修
を行っている。

池袋における教職員の研
修は現在のスクールカウ
ンセラーによるものだけ
でなく、外部講師による
研修も企画する。
短大は学校で内容を決定
する。

池袋の専門学校
３校での研修を
対象を変えて計
２回実施。１回
は外部講師に依
頼。

240万円
勤続3年未満の教職員を対象とした
基礎研修と外部講師を招いた担任全
員を対象とした研修を実施した。

約240万円 ○
今後も学生の多様化が進
むことが予想される。継
続した取り組みが必要。

○

施
設
設
備

新
規
挑
戦

学内情報システ
ムの更新

総
務
部

財
務
部

学内情報システム
のサーバーが老朽
化しており、現状
のまま使用し続け
るのには限界があ
る。

委員会を設置して、学内
情報システムについて今
後の在り方を検討し、決
定する。

学内情報システ
ムの更新もしく
は変更

7,000万円

パッケージ型システムと、オーダー
型システムの見積りを取得し、比較
検討を行った。サーバー入れ替えに
より、現システムが延命できること
が分かり、経営改善計画を優先する
ため、令和６年度以降に再検討する
こととした。

△
各校担当者に学内情
報システムの現状を
共有できた。

現システムの機能につ
いて必要性を洗い出し
たが、精査が不十分で
ある。
事務局担当者が退職
し、後任の教職員が実
務になれるまでの期間
が必要。

高額な費用が掛かる重要
なシステムであり、失敗
は避けたい。今後責任を
持つためにも後任が担当
するのが妥当。タイムリ
ミットを視野に入れつつ
慎重に進める。

○

施
設
設
備

高
額
事
業

７号館１階第４
実習室（一人一
台の実習室）の
ＡＶシステム交
換工事

総
務
部

ＡＶシステム（特
に映像関連機器）
が老朽化してきて
いる。故障する前
に交換したい。

ＡＶシステム全体の更
新。プランを検討して、
３社見積もりにて業者を
選定する。
【具体的施策】33番の一
部

９月末までに完
了する。
東京都私学財団
の助成金を申請
する。

1,100万円
「攻める
修繕」に

含む

計画通り実行した。
約1,010
万円

○
今後も計画的な修繕･入
替計画を継続。

○

施
設
設
備

高
額
事
業

５号館１階第３
実習室のガス台
交換工事

総
務
部

ガス台が老朽化し
てきている。着火
もよくない。
ガス管も老朽化し
ており、工事時に
は交換する必要あ
り。

ガス台更新工事（ガス配
管工事を含む）。プラン
を検討して、３社見積も
りにて業者を選定する。
【具体的施策】33番の一
部

９月末までに完
了する。

1,500万円
「攻める
修繕」に

含む

耐震補強工事で回収される予定の教
室だが、新しく入れ替えるガス台時
代は残るため、計画通り実行した。

約1,360
万円

○
調理師学校の意向により
ガス台を交換。助成金も
獲得した。

○

施
設
設
備

高
額
事
業

空調機室内機の
定期的分解洗浄

総
務
部

東京都からの指導
により空調機室内
機の清掃を行って
きたが、今後も継
続する必要があ
る。

空調機室内機の分解洗浄を
年２回、場所をローテー
ションしており、令和３年
度は７号館を実施。２号館
は平成30年度、１号館３号
館は令和元年度、５号館は
令和２年度に実施済み。

７号館の空調機
室機内機全台の
分解洗浄を９月
に実施。年度末
の３月には２号
館の半分を実施
する。

160万円 7号館全階と2号館1階～6階を実施。 約112万円 ○

台数が少なく予算よ
りも費用が抑えられ
た。
翌年度以降も継続す
る。

○

具体的な取り組み 計　画　内　容 結　果　お　よ　び　自　己　評　価 学 校 総 括




